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　国公立試験研究機関の最近の動き
  ４月から多くの国立研究機関が独法化した。特に、産総研の動きが突出している。公設試では、地域を無視した、国主導の評価システムが導入されようとしている。以下に状況を簡単にまとめる。

１．国公立試験研究機関を巡る特徴　的な事項
　(1)経済産業省産業技術総合研究所の独法化の突出した厳しさ
  他機関に見られぬ突出した対応をしている、産業技術総合研究所は、中期計画に掲げる、４年後の特許出願数、論文発信量、インパクトファクター総数、招待講演数、技術指導数等数値目標の現行値が、それぞれの８割程度で、達成目標としては過剰と思われる。給与は現給を確保するものは少なく、職責加給で大きく差を付ける案が出ている。研究とキャリアパスを分離し、キャリアパス者には研究資材を廃棄させている。スペース課金制度では、スペース確保がしにくく、最近購入の機械を大量に捨てる動きがある。

　この件に関する詳細な説明を２に示す。

  (2)公設試への外部評価の導入
  国の動きに隠れているが、公設試に対し、科学技術庁から人を招いて外部評価導入の動きがある。国の科学技術政策の押しつけで、技術支援など県民の利益という視点が抜けている。詳細な説明は３に示す。

２．産業技術総合研究所独立行政法　人化の状況
　今年の１月、通産省が経済産業省に変わったのに伴い、15の研究所が統合されて産業技術総合研究所（産技総研）１つになり、取りまとめ機関の工業技術院はなくなった。そして、この４月に独立行政法人化され。た。産技総研のアウトラインは当初、国際的にも国内的にも種々有機的連携が図れて、国研ゆえに制約の多かった部分を独法化で障害を取り除き、研究所の活性化を促し、かつ産業界に貢献する方向で、競争的環境、重点化戦略のキーワードで議論されていた。それ故、多くの研究者は独法化を期に世界的な研究所に脱皮すると淡い期待を持っていた。

　独立行政法人産技総研は研究実施部門には研究ユニットとして２３研究センター、２２研究部門、２研究系、８ラボが配置され、戦略企画部門はつくば及び東京（お台場）に集中化された。事務部門についても全所的な業務は集中化を図ることになった。また、各研究拠点には、連携プロジェクトのニーズ発掘などを行う産学官連携センターと、主に庶務業務を行う業務推進部が置かれた。理事長には吉川弘之氏、日本学術会議会長、元東大総長、総合科学技術会議議員が就任した。

　研究実施部門を構成する４種類の研究ユニットは次のように位置づけられた。

　研究センターは、法人の戦略に対応した、大きなインパクトを与えると期待される研究課題に対して、明確な目標の下で、研究を推進する場であり、そのため、研究資源（予算、人員、スペース）を優先投入しつつ集中的かつ時限的に進められることになっている。

　また、研究部門は、法人のミッション達成と中長期戦略の実現に向けて、研究者個々人の発意に基づくボトムアップの研究テーマ設定を基本としながら、一定の継続性を持って技術的ポテンシャルを発展させる場、と位置づけられている。一方、研究系は、関西地域における大規模な産業・研究集積を活用しつつ、分野融合的な新しい研究展開を図るために、特別に設置されるもので、基礎から実用化までの多様なフェーズの研究開発活動を一体的かつ機動的に行える規模の実験的組織であり、研究部門の原則に準じて運営されることになっている。また、ラボは、異分野融合性の高いテーマ、突発的な行政ニーズ対応型のテーマ、研究部門の新設や研究センター化などを目的としたテーマについて機動的・時限的に研究を推進する研究ユニットと位置づけられている。

　これら研究ユニットは、法人発足から３年後に中間評価を行うとされている。特に、関西地域に特別におかれる研究系は、この中間評価並びに４年を目途に行われる最終評価により、研究部門の研究と十分比肩しうる技術水準及び連携実績が達成しているかどうかが問われ、達成していないと判断される場合には廃止されるとなっている。

　独法化が現実となった現在、研究者は本当に成果をあげる研究所になれるのか？と疑問を持ちながら、日々追っかけてくる指示に、やっと呼応している毎日である。　

　中期目標が示され、研究所当たりの論文、特許、技術指導数の目標値は、研究員一人々々のノルマとして厳しく課されことが予想される。産技総研の大きな柱である成果の技術移転、産学官連携の姿さえ、まだ皆のものになっていず、これからどのようになるのか？　幾日も持たれた管理者研修でその辺がなされたのか。当初考えも及ばなかったスペース課金（産技総研独自）が科せられることになり、そのひずみがあちこちに出ている。　その上、現在やらなければならないことが余りにも多すぎる。新しい制度に乗っ取った体制作り、法律に基づくものが多々あり、例えば、民間では当たり前の「安全衛生」の整備等、短期間にクリヤーする為に、研究者も事務職も駆り出され、その仕事にかなりの時間を取られ、所内の研究環境はかなり厳しい。給与や労働条件に関して、交渉続行中の件案もあります。調整手当ての廃止等が当局から出された。今後、我々は公務員型といわれ、労働基準法の対象者になり、問題が生じたときは中労委が調停に入る。俸給表は1本化（５級制）され、定額の職責手当てが支給されるが、ほとんどの人は給与がダウン（～1.5万円／月）する。ほんの一握りのリーダー、もしくは、若くして上り詰めた時や、現実にはほとんどいない、ごく若い号俸の人たちのみが、かなりのアップが予想される。

　理念ワーキンググループが一番最初に作った素案は不明だが、その案に工技院や上部の考えがつけ加えられて、種々のやり取り、紆余曲折の結果、最終案に至っている。もとの素案がこのようなものであったか、是非見てみたいと思われる。

　各研究部門、研究センター、研究系、ラボなどは３年後に中間評価を受けて、どのようになるか、発展して行けるのだろうか、疑問に思われる。提案公募に応募して採択されない限り、じり貧が予想される。提案公募に採択される研究のみが生き残っていくのではないか。

　リーダーは部下（５０人～１００人）の評価や、テーマのこと、安全管理のこと等すべての責任を負うことになる。とても研究は出来ないと思われる。本部をはじめ各所にコーディネーターが配属され、産学官連携への橋渡しをすることになっている。我国において、コーディネーターが外からも認知される力を発揮することができるか、職種として育つか注目されている。業務部門の配置が研究側から見て機能的にいくのだろうか？　研究部門に配置される事務員は２名のみ、多様な研究グランドへの対応や、本部からの各指示に対して果たして２名ですべて対処できるのだろうか？まだいくつかの疑問点を含みながら、産技総研は独立行政法人化した。

　この場におよんで、国の研究所でないとまずいのではないかと思う事がいくつかでてきている。今回の独法化が我国の知的部門に影を落とすことがない様に切に祈るものである。

 ３．地方公共団体と公設試における　最近の変化
　公設試は、日本全国の都道府県にあり、機関数は１６０、職員数は約５千名を擁している。

　国の独立行政法人化に伴い、自治体の行政改革の一環として、外部評価制度や任期付き任用制度等の国の制度の地方自治体版が連動して進められようとうしているのが最近の特徴である。

１　公設試における任期付き研究員任用制度は、「地方公共団体の一般職の任期付研究員の採用等に関する法律」として、2000年4月26日公布され、自治省が法律の運用も含め自治体へ通知している。

　この任用制度は、公設試における研究職員の急速な減少を補完する形で、導入の検討が進められている。国では、研究職の任期付き採用で職探しの問題等を抱えており、公設試における新たな問題の導入となる。

２　公設試における機関の外部評価制度は、国立研究機関の外部評価制度をモデルとして、導入の検討が進められている。

　全国では、２０機関で検討が進められており、機関全体を対象とする外部評価を、既に１機関（兵庫県）で実施している。

　外部評価では、研究のウエイトが高い国のミッションをそのまま自治体で実施する動きがあるが、これに対しては、中小企業への技術支援の役割など、地方自治体がもっている本来の役割を対置して行く取組みが重要となっている。

